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１．部会の概要と設立趣旨

【 概 要 】

〈部会名〉公益社団法人全日本トラック協会ダンプトラック部会（旧名称：ダンプカー部会）

〈設 立〉昭和55年7月

〈部会員〉32事業者（役員：部会長1名、副部会長12名）

30協会 1,568事業者（令和8年5月現在）

〈部会長〉岡田 安正（㈱大興 取締役会長）

【設立趣旨】

全国各地域のトラック協会ダンプトラック部会員との連携を図るとともにダンプトラック

輸送にかかわる諸般の問題に対し、企業基盤の確立を図り、社会・経済の発展に寄与する
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２．部会活動の役割

「課題を把握し、議論し、要望・提言や具体的な取組につなげる」

現場の課題
把握

情報収集
・共有

意見交換
・検討

要望・要請／
調査・研究

業界への還元
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３．現在の主な課題

●適正運賃への理解を荷主に求める

●自家用ダンプカーの事業法における取扱いについて荷主に周知徹底を行う

●ダンプトラック業界の活動の妨げになる規制（144時間ルール）について必要

に応じて国交省等へ弾力化を求めていく

●安全を第一として輸送の維持継続ためコンプライアンスを徹底する

●物流効率化・ドライバー不足の現状について荷主に理解を求める

●災害・復旧復興時においては国及び関係自治体の協力要請に積極的に対応する

●部会活動を通じて意見交換や交流を図り部会員同士の連携を図る
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（１）適正運賃等への取り組み

令和２年４月に設定された標準的運賃は、一般的なバン型車両を念頭に運賃が設計されていた。
一方、車両仕様や運行形態が異なるダンプトラックは、バン型車両を基準とする運賃だけではコストを十分に反映できない
ことから別途割増率の設定に向けて部会員の協力を経て行政に対して調査協力とともに集約した意見を提出した。

４．直近の取り組み

①設定に向けた行政への調査協力

令和４年１１月
実態調査結果を踏まえ、ダンプ車は「標準的運賃」における
「大型車（10ｔクラス）」の２割増しとして設定された

ⅰ）標準的運賃への割増率調査（令和４年３月）部会員へ協力依頼
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ⅱ）適正原価制度への意見照会（令和８年７月）部会員へ協力依頼

令和７年６月に公布された適正化二法では、運送委託を行う場合も含めて国交大臣が定める「適正原価」を継続して下回
らないよう定められており、国交省主催の有識者検討会の協議を経て適正原価制度が同法の公布から３年以内に施行され
る予定。
ダンプトラックの車両仕様や運行形態といった特有な事情に加え、標準的運賃より制度が悪化することがないよう部会員
の協力を経て行政に対して調査協力とともに集約した意見を提出した。

６



②荷主への対策

〈行政との調整〉
令和４年１１月７日
標準的運賃の公共工事発注機関への周知願い（打合せ）

〈結果〉
令和５年１月貨物課長発信
通知「安定した輸送力確保に向けた取り組みのお願い」

令和４年１１月にダンプトラックにおける標準的運賃の割増率が定められたことを踏まえ、適正運賃の収受に向け、荷主へ
の理解を得るため行政に対して周知への協力を求めた。
これを踏まえ、国土交通省自動車局貨物課長名発信によるホームページ周知が行われた。

ⅰ）標準的運賃の公共工事発注機関への周知願い
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〈行政との調整〉
令和５年１１月３０日

【要望】ダンプトラック業界の経営健全化に関する要望書

しかしながら多くの建設業団体等が標準的運賃の割増率について把握されていない実態を踏まえ、建設業界を所管する国土
交通省不動産・建設経済局長に対して最大限の周知支援への要望を行った。
これにより、異例の国交省３課長「不動産・建設経済局建設業課長、同建設市場整備課長、物流・自動車局貨物流通事業課
長」による通知が発信され、荷主周知に対する強力な支援を得られた。

〈結果〉
令和６年３月２６日国交省３課長による発信
通知「建設資材等のトラック運搬にかかる契約の適正化について」

ⅱ）ダンプトラック業界の健全経営化に関する要望書

建設業１２２団体の他、行政、自治体、民間事業者等へ送付
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９

（２）建設業団体等に対する働きかけ

ⅰ）令和５年４月１２日建設５団体に対し標準的運賃収受への支援要請

適正運賃確保のため、各建設団体等に対して標準的運賃の収受について理解を求めた。
また、国交省３課長「不動産・建設経済局建設業課長、同建設市場整備課長、物流・自動車局貨物流通事業課長」による通知が発出
されたことを踏まえ、建設団体等に改めて適正運賃収受への理解と協力を求めた。

ⅱ）令和６年１１月２７日建設５団体に対し改めて「標準的運賃」収受への支援要請

※（通達）建設資材等のトラック運搬に係る契約の適正化について（添付）



ⅲ）令和８年５月２８日 建設３団体訪問（自家用ダンプカーの適正化による緑ナンバーダンプ不足への対応について）

国交省より自家用ダンプカーの事業法における取扱いが明確化（令和８年２月１０日付事務連絡）されたことから各建設３団体
対してコンプライアンスの理解とともに緑ナンバーの活用について協力を求めた。
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（３）違法白トラ対策と業界の健全化への取り組み

ダンプトラックにおいては、建設関連会社等の生業と密接不可分であり、その業務に付帯するものとして運送を行う場合が
ある特有な事情があるが、許可なく運送業を営む「白トラ行為」を行ったものとして摘発されている現状がある。
適正化二法においては、違法な「白トラ」利用を禁止（罰則付き）荷主に対して是正指導も実施されることが定められてい
る。
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一方、自家用ダンプカーの運行形態では、自己の生業と密接不可分として貨物の有償運送を行う場合や運送行為のみで有
償で行う場合が混在しており、自家用ダンプカーを利用する建設業界をはじめダンプトラック関係事業者においても違法
となりえる判断が困難である実態を踏まえ、事業法改正後における現場での混乱を避けるため、国土交通省と打合せを行
い、法の許可が不要となる運送など自家用ダンプカーの貨物自動車運送事業法における取扱いについて明確化することを
申し入れた。

〈行政との調整〉
令和７年１０月１７日
自家用ダンプカー取扱いに係る
三輪田貨物流通事業課長との打合せ

〈結果〉
令和８年２月１０日
通知「自家用ダンプカーの
貨物運送事業法における取扱いついて」
建設業１２３団体の他
行政、自治体、民間事業者等へ送付

これにより国交省物流・自動車局貨物流通事業課長名にてかつて見受けられなかった異例の建設団体宛ての事務連絡が発出
されることとなり、自家用ダンプカーの貨物運送事業における取扱いが明確化された。
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〈部会の取り組み〉
建設３団体へ協力要請



（４）安全対策およびコンプライアンス順守の推進

●書面化リーフレット

業界健全化への取り組みを図るため、本年４月１日より施行された改正トラック法について、国交省および全ト協で作成した
リーフレットを各トラック協会ダンプトラック部会部会員を通じて荷主に周知を図った。
また、本年２月１０日付「自家用ダンプカーの貨物自動車運送事業法における取扱について」が国交省より発出されたため、
ダンプトラック部会としてもチラシ「荷主等の皆様 白ナンバートラックに有償で貨物の運送を委託してませんか？」のダン
プバージョンを作成して、本文書内容の更なる周知に努め違法「白トラ」への適正化を推進した。

●違法白トラ利用罰則リーフレット
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（５）災害等発生時の対応

〈令和６年１１月２７日）
・令和６年能登半島地震への地元の緑ナンバーダンプトラック
の復旧復興事業への協力について

災害発生時における復旧・復興においては、ダンプトラック輸送の業態の強みを生かし積極的に協力活動を提言している。

ⅰ）令和６年能登半島地震への緑ナンバーダンプトラックの復旧復興事業への協力
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東日本大震災では、過去最大規模の津波により各所甚大な被害があり倒壊家屋など大量の災害廃棄物が発生していた。
一方で「事業用自動車の運転者の勤務時間及び乗務時間に係る基準」として、一運行につき144時間を超えてはいけない定め
となっており、ダンプトラックの力を発揮する十分な輸送が行えない状況にあった。
このため、東北ブロックダンプ輸送協議会を筆頭に行政に対して一運行144時間の制限に関して弾力的な措置を要望した。
結果、一刻も早い復旧・復興の実現が必要なことから、国交省より「貨物自動車運送事業者が東日本大震災の被災地域にお
いて事業を行うための車両の移動等に関する取扱いの特例」が発出され期間限定として特例措置が認められた。

ⅱ）東日本大震災の被災地域に係る復旧復興活動のための車両移動に関する要望および特例
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特例通達発出
（平成２３年９月１３日）

勤務時間乗務時間
に係る要望
（平成２３年８月２４日）



その後、全日本トラック協会ダンプ部会としても東北ブロックダンプ輸送協議会に全面的に協力を行い、全国の傘下部会員
の実態調査等協力を経て、平成２７年１２月から３回に渡る期間延長が認められ令和４年３月末まで特例措置が継続される
こととなった。
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被災地復旧・復興をはじめとする公共事業の円滑な施工の確保に向けて、人材・資機材の需給動向等を把握し、必要な対
策を機動的に講じるため、国土交通省自動車局貨物課より特例活用の調査協力の依頼を受けた。

全ト協ダンプトラック部会では、特例延長の必要性を考慮し、部会員より協力を経て、都度ダンプ稼働率実態調査に協力
を行った。

※特例（１４４時間特例延長）の活用実態調査協力（平成２５年８月６日）

【特例概要】
〈目的〉

運送事業者が東日本大震災被災地で継続して運行できるようにした特例。
〈特例の概要〉

既存営業所から車両と運転者を被災地に臨時的に設けた「被災地拠点」
に移動し、一定条件ものもとで被災地拠点を配車元営業所とみなし活動
可能であるもの。

〈被災地拠点に必要な条件〉
・運転者が休息・睡眠できる睡眠施設
・車両を適切に駐車できる車両置場
・点呼を確実に行える体制
〈その他〉

原則は被災地拠点で対面点呼。
条件を満たせば、配車元営業所の運行管理者等による電話点呼や他事業
者による対面点呼（事後配車元営業所に報告）も認められていた。



５．部会活動の活性化

〈令和７年度部会活動〉

・第7回ワーキンググループ（5/26）

・正副部会長会議（7/17）

・正副部会長会議（9/14）

・第49回ダンプトラック部会総会（9/14）

・国土交通省物流・自動車局貨物流通事業課長訪問打合せ（10/17）

・第8回ワーキンググループ（10/21）

・正副部会長会議（3/6）

・各トラック協会ダンプトラック部会長会議（3/6）

正副部会長会議、ワーキンググループ等を通じて定期的に各地域で抱える課題等に対する意見交換や今後の部会活動の取り
組みを検討しているとともに、行政や関係団体にも状況に応じて要望事項や支援協力など活動を展開している。
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多くの部会員が参集する総会等会合では、行政等をお招きして最新の取り組みなど紹介してもらうなど研修の機会を積極的
に設けている。また、部会員の情報交換の場としても活用いただけるよう懇親会なども開催している。

〈 国土交通省物流・自動車局貨物流通事業課長による講演模様 〉 〈 部会総会開催に伴う懇親会模様 〉
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６．直近の活動成果

標準的運賃に係るダンプ車の割増率「大型車の2割増し」の設定

国交省３課長による「建設資材等のトラック運搬に係る契約の適正化について」の発出

建設業団体等への「標準的な運賃」周知・協力要請

自家用ダンプカーの貨物自動車運送事業法上の取扱いの明確化（荷主あて）

東日本大震災の被災地域において事業を行うための車両の移動等に関する取扱いの特例
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７．今後の部会活動の方向性

適正運賃・適正原価の収受に向けた取組みを継続

白トラ対策を含む適正な取引環境・業界健全化の推進

物流効率化・ドライバー不足への対応を具体化

ダンプトラック特有の課題を調査・研究し、根拠をもって要望・提言

安全・コンプライアンスを土台とした持続可能な輸送体制の確立

全国の部会員・地域部会との連携をさらに強化
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８．部会活動の活用

・現場で実際に起きている課題・困りごとを積極的に共有をお願いします。

・ダンプトラック運送事業における健全経営および業界の発展のため、部会活動から求める調査・アンケート・会議等への

ご協力をお願いします。

・地域で得られた優良事例を全国の部会員にも共有をお願いします。

・部会活動を情報収集するだけの場ではなく『課題や優良事例を持ち寄り、検討・周知、積極的な交流を行う場』として

是非活用をお願いします。
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まとめ

部会活動の原点は、現場の課題を共有すること。
その課題を、調査・議論・要望・提言・具体的な取組へ
つなげ、ダンプトラック業界の持続的な発展につなげて
いく。


